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社会保障審議会一障害着飾会  
資 料 1  策38回（H20．9．10）  

（Ⅳ）障害者の範囲  

① 障害者の定義  

② 手帳制度  

（Ⅰ）相談支援  

① ケアマネジメントの在り方  

② 相談支援体制  

（Ⅴ）利用者負担  

（Ⅱ）地域における自立した生活のための支援  

① 地域での生活の支援  

② 就労支援  

③ 所得保障  

（Ⅵ）報酬  

（Ⅶ）個別論点  

①サービス体系  

②障害程度区分  

③地域生活支援事業  

④サービス基盤の整備  

（9虐待防止一権利擁護  

⑥ その他   

（Ⅲ）障害児支援  

① ライフステージに応じた支援の充実  

② 相談支援や家庭支援の充実  

③ 施設の見直し等による支援の充実  



β轄青白立支援法の見直uこ係る主な論点（案）  

項目   主な論点（案）   

1（Ⅰ）相談支援  

①ケアマネジメントの在り方   ○ 自立支援法におけるケアマネジメントの在り方   

ア。サービス利用 士  り万   ・サービス利用手続の在り方   

イ．サービス利用計画作成費の在り方   ・サービス利用計画作成費の対象 等   

②相喜一 u  
ア．相談支援 り万   ○ 相談支援事業の量的整備  

○ 相談支援事業の質の向上   

イ．自立支援協議会等   ○ 自立支援協議会の設置促進及びその機能の向上   

1（Ⅱ）地域における自立した黒古のための支援t  

①地域での生活の支援   ○ 地域移行を進める施策と課題   

ア．地域移行の促進   ・地域移行を支えるコーディネート機能  

・移行のための商白等の体験を支える給付 等  

○ 地域移行における入所施設等の役割  

○ 家族との同居からの地域移行   

イ。「住まい」の場の確保   ○ 公営住宅等への入居促進（住宅施策との連携）  

○ グループホーム・ケアホームの整簡足進及びサービスの質の向上  

・身倒轄者に対するグループホーム・ケアホーム  

・夜間支援体制の充実などケアの向上等  
一■－■－－－▼●－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－一－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－一－－一一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－一－一一－－－－一－－－－－－－－－一一一－－－一－－‾‾‾‾‾‾‾  



項目   主な論点（案）   

ウ．地域生活に必要な「暮らuの支援   ○ 地域で生活する際に必要となる支援サービス  

・緊急時のサポート（現行の居住サポート事業に相当）の充実  

・ショートステイの充実  

・医療も含めた支援 等  

○ 訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介喜急行動援護等）の在り方   

②就労支援  

ア．就労 の体系   ○ 就労関連施策の全体像の整理  

○ 就労支援に携わる人材の育成   

イ．「般就労への移行支援の在り方   ○ 就労移行を促進する方策  

・一般就労への移行の成果の評価の在り方  

・福祉現場の本人への外部からのアプローチ  

・支援ノウハウを持った専門職の配置 等  

○ 特別   旨からの移行の在り方  

○ 京  ノ‾後の継続的な支援（フォローアップ）の在り方   

ウ．福祉的就労の在り方   O B型の利用者像の明確イヒ  

○ 工賃引き上げの支援（工賃倍増5力＼年計画の取組状況の擬の   

エ．障害者雇用施策その他の関連制度   ○ 雇用施策等と、乃  り方  

○ 障害者就労・生活支援センターの充実   

③ 所得保障   ○ 障害者の所得の確保に係る施策の在り方  

・年金  

・手当  

・住宅費への対応 等   
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項目   主な論点（案）   

l（Ⅲ）障害児支援t  

①ライフステージに応じた   ○ 関係機関の連携による早期発見・早期対応の取組の強化   

ア．障害の早期発見・早期対応策   O 「気になる」という段階からの支援  

イ。就学前の支援   ○ 障害児の保育所等での受入れ  

○ 適所施設の機能強化  

・適所施設の地域への支援の役割の強化  

・障害種別による類型の見直し 等   

ウ．学齢期・青年期の支援   ○ 放課後や夏休み等における支援  

○ 卒業後の就労・地域生活に向けた関係施策の連携   

②相談支援家庭支援の充実  

ア。ライフステージを通じた相談支援   ○ 市町村を基本とした相談支援体制の構築  

○ 関係機関の連携強化  

○ 個別の支援計画の作成・活用   

イ．    方策   ○ 家族に対する養育方法の支援  

○ レスバイトの支援等   

③施設機能の見直し等による  

ア。入所施設の在り方   ○ β轄種別こよる施設類型の見直し  

○ 在園期間の延長措置の取扱い（重症心身障害児。者の特性への対応を含む。）   

イ。行政   体   ○ 障害児支援行政の実施主体  

・適所施設  

・入所施設  

○ 措置と契約  

○ 障害児支援の根拠法   
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項目   主な論点（案）   

】（Ⅳ）障害者の範酎  

①障害者の定義   ○ 障害者の範囲についての基本的な考え方  

○ 発適衛象高次脳機能障害等を障害者の定義に含めることの適否   

② 手帳制度   ○ 身体障害者福祉法における身体障害者の定義と手帳との矧系  

・身障法上、手帳要件を外すことの適否 等   

l（Ⅴ）利用者負担l   
○ 利用者負担についての原則的考え方  

○ 平成21年4月以降における利用者負担の在り方  

○ 合算制度等利用者負担に関連する諸制度の在り方  

○ 自l    負担等の在り方   

l（Ⅵ）報酬t   
○ 幸備州改定の基本的な考え方   

l（Ⅶ）個別論点l  

①サービス休系  

フ1基本となる考え方等   ○ サービス体系に関する基本的考え方   

イ．日払い方式   ○ 日払い方式に対する評価   

ウ．日中と夜間   ○ 日中と夜間に分けたサービス体系の評価   

エ．標準利用期間   ○ 標準利用期間を設けることに対する評価   

オ．新体系への移行   ○ 新体系への移行促進   

② 障害程度区分   ○ 障害程度区分の果たす役割  

○ 各々の障害特性をより一層反映できる障害程度区分の開発についての考え方  

○ 障害程度区分によるサービス利用者の範囲の設定の在り方   
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社会保障争議金一障害者部会  
資料2－①  第38固（H20．9．10）   

『轄者自立支隊去の見直uこ係る主な論点（案）：障害児支援について  

項目   主な論点（案）   

①ライフステージに応じた  

ア．臼 発見・早期対応策   ○ 関係機関の連携による早期発見・早期対応の取組の強化  

O 「気になる」という段階からの支援   

イ．就学前の支援   ○ 障害児の呆育所等での受入れ  

○ 適所施設の機能弓封ヒ  

・適所施設の地域への支援の役割の強化  

・障害種別による類型の見直し 等   

ウ。学齢期・青年期の支援   ○ 放課後や夏休み等における支援  

○ 卒業後の就労・地域生活に向けた関係施策の連携   

②相談支援や 充実  

ア．ライフステージを通じた相談支援   ○ 市町村を基本とした相談支援体制の構築  

○ 関係機関の避莞強化  

○ 個別の支援計画の作成・活用   

イ。  方策   ○ 家族に対する養育方法の支援  

○ レスバイトの支援等   

③施設機能の見直し等による  

ア．入所施設の在り方   ○ 障害種別による施設類型の見直し  

○ 在園期間の延長措置の取扱い（重症心身障害児・者の特性への対応を含む。）   

イ．行政   体   ○ ロ轄児支援行政の実施主体  
・適所施設  

・入所施設  

○ 措置と契約  

○ 障害児支援の根拠法  



社会保障書議会一障害看部会  
資料2－②  第38回（H20．9．10）   

障害児支援の見直しについて   



見直しの経緯  

○ 障害者自立支援法の附則で障害児支援について3年後の見直しの検討項目とされたことや、障害児を取り   

巻く環境の変化を踏まえ、本年3月から11回にわたり卿を開催。  

○ 今後の障害児支援のあるべき姿と具体的な施策について、7月22日に報告がまとめられた。  

※ 別冊 参考資料1、2 参照  

見直しの基本的視点  

検討会報告のポイント  
■ ● ■ ■ ■l■ － ■■■ ■ ■ ■ ■一 － ●■ ■－ － ■－ － － － － － － － － － － － －－ ■－ － ■－ 一 一－ 一 一 － ■－ － － － ■－ － － ■－ －－ － － － － － ■ ■lll1－ ■                                                                                             l  

○ 子どもは次世代を担う社会の宝であり、心身ともに健全に育つ権利を保障されるべきもの。これは障害のあ   
る子どもも同様。  

○平成18年には、ノーマライゼ疇ションの理念に基づき、障害の有無にかかわらず安心して暮らせる地域づく   
りを目指した「障害者自立支援法」が施行されている。嘩害児支援l叫理念を踏ま  

○障害児は、専門的な支援を図っていくことが必要であるが、他の子どもと異なる特別な存在ではない。様々   
な子どもが互いのふれあいの中で育っていくことは、障害のある子どもにとってもない子どもにとっても有益な   
ことと考えられる。  

○ こうした基本認識に立った上で、検討会では、次の4つの基本的な視点を基に検討。  
l ▼ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿■■■－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－一一－－－－1  
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1．子どもの将粛の自立lこ向けた発達支援  

～ 子どもの時期からの適切な支援が将来の自立と自己実現につながることを踏まえ、子どもの将来の  
自立に向けて発達を支援していくという視点。  

2．子どものライフステージに応じた一貫した支援  

～ 入学や進学卒業などによって支援の一貫性が途切れないよう、関係者の連携を図り、子どものライフ  
ステージに応じて一貫した支援を行っていくという視点。  

8．豪族を含めたトータルな支援  

～ 子どもの育ちの基礎となるのは家族であり、家族を含めたトータルな支援をおこなっていくという視点。  
l  

：4．できるだけ子ども■豪族にとって身近な地域におl  
應1  

～ 子どもの頃から共に学び、遊び、育つことが共生社会の実現につながる。また、できるだけ生活の場   

から近いところで支援を受けることが望ましく、できるだけ身近な地域において支援していくという視点。  

【論点（案）】  

（基本的視点）  

障害児支援施策の見直しに当たって、次の4つを基本的な視点としてはどうか。  

（1）子どもの将来に向けた発達支援  

（2）子どものライフステージに応じた－貢した支援  

（3）家族を含めたトータルな支援  

（4）できるだけ子ども・家族にとって身近な地域における支援  
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1．障害の早期発見・早期対応  

（1）障害の早期発見・早期対応の取組の強化  

現状・課題  

○ 障害については、①出産前後や乳児期に分かる場合、②1歳半児健診や3歳児健診などを契機に分かる   

場合、③発達障害の場合など保育所等の日常生活の場での「気付き」による分かる場合などがあるが、いず   
れの場合にも、早期発見から早期対応につなげる体制を作っていくことが必要。  

l  

－ － ■ ■ － ■ ■ ■ ●■■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■ － ■ － ■■ ■－ ■－－ － － ■ ● － － ■ ■ ■ ■－－ － ■ ● － － － ■■－ ●－ － － － － ■－ － ■－ － ■－ － ■－ － － － ■－ － － － － － － － － － － 1■■■■ ■ ■1－ ■ ■l■lll■ －  

検討会報告のポイント  

：0 医療機関（産科、小児科等）、母子保健、児童福祉、障害児通園施設等の障害児の専門機関等の連携を  
強化し、なるべく早く親子をサポートしていく体制づくりを目指していく必要がある。  

：○市町村の地域自立支援協議会の活用（子ども部会の設置）等により関係機関の連携を強め、体制を整備し  
：ていくことが一つの方法。  
書  

l（取組例）  

出産前後や乳児期に  親の心理的なケアを含めて、医療機関、母子保健、福祉の関係者 が確実に   
分かる場合   速度する体制づくり   

場合も含め確実にフォロ軸を 1歳半児健診や3歳  健診では疑いにとどまる 行い、福祉につないで  

児健診などで分かる     出体制づくり   

場合   の専門機関が保健センター等を巡回支援   

保育所等の日常生活  子どもの成育の遅れについての保育士等の「気付き」をそのままにしておくこ   

の場で分かる場合   となく、適切な支援につなげる。研修や、専門機関による巡回支援を実施。   
－ ■■■l－ ■■ ■ －■■ t■■l■■ － － ■ t■ － ■－ ■■ ■ － ■ ■ ■l■ － ■ ■ ■－ ●■ ■－1111111－ －■ ■ ● t■ ■ll■■■ ■■ 一 － － －■ ■ ■■ ■ －■■■■－ t■【■■ ■■■ － － ■－ － ■－ － － － ●－ － －－ － ■ － －－ ■l■ ■■l】■－ ■■－ ■－ ■ ■ － ■ ■■■ ■■ － －・  
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現状・課題  ■ ■ ■ ■lllll一 一 一 一■ ■ ■一 － ■－ － ■－ － ■－ － －■ －■一■ － － 一 一－■ － ■■－ ■■■■■－ － ■一 － ■－■ － － ■－ － ■－－ ■■■■－ － ■■■■■－ －－ ■－■ 一 －■ － －■ －■ － －■ －－ － 一 一 ■■－ － ■ ■■l■ ■ － ■－ ■■■ －  

l  

○ 障害のある子どもは、なるべく早く専門的な支援を行うことが、子どもの発達支援の観点からも大切と考え   
られるが、①発達障害等の場合で明確な診断ができないケース、②障害があるが親がそれに気付き、適切   
に対応できていないケースなど、十分な支援につながうていない場合がある。  

l  

1－ － ■l■■ －1■－ － － ■ ■ ■ ■ － － ■ － －11■ ■ ■ － － － － ■－ －－1－ －－ － － － － － － t■ － ■ 一 － － － － － － ■ ■ 一－ － －■ ■■■ ■■ ■ ■■■ ■ －】－ ■1－ ■■ ■－1■■ － ■■■ ■l■ 一】 一1－ －11■ ■ － －1■一 － ■－  1  

検討会報告のポイント  

O「気になる」という段階から、親子をサポートできるような仕組みが必要。  

○ 身近で親に接している者（保健師、保育士等）と、障害児の専門機関の者が、連続性をもって重層的に対   
応することにより、早期の支援につなげていくことが求められる。  

（取組例）  

（D親にとって身近な敷居の   児の専門機関が保健センターなどに出向いていくことにより、身   

低い場所での支援   近なところで発達相談等の専門的な支援が受けられるようにする   

②障害の確定診断前からの  親の心が揺れているような段階に、発達支援のサービスを体験的に   
支援   剋見できるようにする   

■■ － － － ■■－ －－ － － 一 一 － － － － 一 一－■ － － －－ － 一 一－ 一 一 一－ － －－ － ■l■ t■■ ■lll1－ ■ll－ ■l■ ■ ■■■ ■－ ● ■ ■ ■ － ■ ■ ■■－ ■■lll一 ■ － － ■ ■ － － ■■■ ■ － －■ t－ － ■■ ■ ■ ■ ● ■ － － － ■ －  
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部会でのこれまでの主な意見  

○ 早期発見、早期療育の連携体制が身近に整備されること。  
○ 障害の特性、発達段階に応じた適切な療育支援施策の構築を。  

※ 参考資料 3、4  

【論点（案）】  

（関係機関の連携による障害の早期発見・早期対応の取組の強化）  

1．障害の早期発見早期対応の取組を強化するため、各地域において」医療機関（産科、小児科）、  
母子保健、児童福祉、障害児通園施設等の障害児の専門機関等の連携を強化し、なるべく早く   
親子をサポートしていく体制づくりを進めていくべきではないか。その際、地域自立支援協議会に   
ついて、子ども部会を設置する等により、活用を図るべきではないか。  

（「気になる」という段階からの支援）  

2．「気になる」という段階から親子を支援するため、障害児の専門機関が保健センターなど親に   
とって身近な敷居の低い場所に出向いていったり、障害の確定診断前から発達支援サ由ビスを   
体験利用できるようにしていくなどの取組を進めていくべきではないか。  
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2．就学前の支援策  

（1）保育所等での受入れの促進  

現状i課題  

障害児保育の実施状況推移  

「
－
一
 
 

＋
 
 

l  

1  

1  

1  

1  

1  

】  

書  

t  

t  

】  

1  

1  

d  

l   

⊂コか所数 て±＝児童数  

0 保育所での障害児の受入れは年々増加   
しており、平成19年度に保育士の加配に  

12．000  

11，000  

10，000  

9，000  

8，000  

7，000  

6，000  

5，000  

4，000  

3，000  

2，000  

1，000  

0  

ついての交付税措置も充実が図られている。：  

○ 引き続き、保育所での保育に欠ける障害   
児の受入れ等を促進していくとともに、保育   
士等の資質の向上を図っていく必要がある。  

L＿＿【＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

16  
1718（年度）  8   7   8   9  10  ＝  12  13  14  15  

※児童数は、特別児童扶養手当支給対象児童数  

検討会報告のポイント  

の専門機関が、保育所等を 巡回支援していくことにより、保育所等での受入れを促進するとともに、   
これまで障害児通園施設等に通っている子どもが並行してなるべく多く保育所等に通えるようにし七いく。  
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（2）障害児通園施設と児童デイサービスの機能の充実  

○児童福祉法に基づく障害児通園施設  現状・課題  
l  

知的障害児通園施設   254か所   8，981人   

難聴幼児通園施設   25   746人   

肢体不自由児通園施設   99   2，608人   

○ 現在、障害児通園施設、より身近な場でサービスを   

受けられる児童デイサービス等の通所施設がある。  

○ 障害児の通所施設については、地域における専門   

機関として、地域への支援の役割を強化していくこと   
が求められている状況にある。  

○ また、より身近な地域で支援を受けられるようにして   
いくことが求められている。  

：○障害者自立支援法に基づく通所事業  

児童デイサービス  32，329人  1，092か所   

l O予算事業  

検討会報告のポイント  
■ － ■■ ■ ■■ ■ ■■ ■■ － ■■ ■ ■ ■ 一 ■ ■ ■■ ■ ■ － ■■■ － － ■ ■ ■ － ■ － ■ ■■■■ ■ － ■■ ■■■ ■■■ － － ■ ■－ － － ■ ■■ ■ ■■ ■■ 一 ■ ■■ ● ■ ■ ■  

l  

○ 障害児の通所施設について、地域への支援機能を充実していくという観点から、保育所等への巡回など外   
に出て行って障害児や親、保育士等を支援する機能や、障害児や発達障害など発達上支援が必要な子ども   
について相談支援やコーディネートを行う機能を十分に果たせるようにしていくべき。  

○ 障害児の通所施設について、障害の重複化に対応し、身近な地域で支援を受けられるようにするために、   
な障害の子どもを受け入れ 障害種別による区分をなくし、多様 られるよう、通所施設の1 元化の方向で検討   

していくべき。その際、診療所と一体的に運営されているもの、単独で運営されているものがあることを踏ま   
え、その在り方を検討していくことが必要。  

○ 予算事業として実施されている重症心身障害児（者）通園事業の充実について、法令上の位置付けも含め   
検討していくことが必要。  

■ ■ － ■ －  － ■  － ■ － ■ ■ ■ ・■－－■ 一 ・■■－■ 一 一 －・一 一■ － － － － － － ■ ■ 一■ － － ■ ●・■  － － － － － － － － － － － － － － － 一－ － － － －■・■ － － － － － ■－ － － － － ，■■ － ■■－■ － ■ ■ － －  
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部会でのこれまでの主な意見  － 11■ 1－ ■■ － ■ － ■ ■ 一 ■－ － － ■ ■ 一 － － － － ■－ ■ 一 ■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ tl■ ■■■ ■ － － 11■l■ ■ llll■ llllllll■ ■■l■ ■ll■ ■ ■ －  

l  

○ 一般の保育所での受入れを進めるに当たっては、保育士など人的な配置が必要。  

○リハビリ職や心理職等が保育所、幼稚園等に巡回支援を行うことが重要。  

○ 障害児通園施設の一元化。  

※ 参考資料 5～11  

【論点（案）】  

（障害児の保育所等での受入れ）  

1．障害児の通所施設が保育所等を巡回支援していくことにより、障害児の保育所等での受入れを   
促進していくべきではないか。  

（通所施設の地域への支援の役割の強化）  

2．障害児の通所施設について、地域への支援の役割を強化していく観点から、地域に出て行って  
親子や保育士等を支援する機能や、発達障害などの子どもの相談支援を行う機能を十分に果た   
せるようにしていくべきではないか。  

（通所施設の「元化）  

3．障害児の通所施設について、身近な地域で支援を受けられるようにするため、障害種別による   
区分をなくし、多様な障害の子どもを受け入れられるよう、一元化の方向で検討していくべきでは   
ないか。その際、診療所と一体的に運営されているもの、単独で運営されているもの等があること   
を踏まえ、その在り方を検討するべきではないか。また、重症心身障害児（者）通園事業の充実に   
ついて、法令上の位置付けも含め検討していくべきではないか。  
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3．学齢期・青年期の支援策  

（1）放課後や夏休み等における居場所の確保  

現状・課題  
1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

】  

専  

1  

1  

1  

暮  

l  

l  

1  

1  

l   

○ 学齢期の放課後や夏休み等における居場所の確保策の充実を求める声が多い。  

（障害児が利用できる放課後支援策）  

経過的児童デイサービス事業   障害児に対して集団療育を行う事業。就学前児童が原則であるが、   
（自立支援給付の対象）   学齢期の児童についても経過措置として対象となっている。   

日中一時支援事業   一時的に見守り等の支援が必要な障害児・者について、日中活動の   

（地域生活支援事業（補助金））   場を提供する事業。   

放課後児童クラブ   概ね10歳未満の留守家庭の児童を対象とした事業。   

放課後子ども教室推進事業   主に小学生を対象に、安全・安心な児童の居場所を確保する事業。   

検討会報告のポイント  
ー ー ■ ■ ■ ■ ■ － ■－－ －－ ■ － ■－ －－ 一 － － － － － － － － － － － ■■－ ■■■■■－ － － － － ■－ － － － － － ■■■－ － － － － － － 一 一 ■■■ － ■■■ － ■ ■■  

l  

：○経過的な児童デイサービス事業や、日中一時支援事業について、放課後や夏休み等における居場所の確   

保が求められていること、中学時や高校時に活用できる「般施策がほとんどないことを踏まえ、子どもの発   
達に必要な訓練や指導など療育的な事業を実施するものについては、放課後型のデイ埜二馳壬新た   

な姪観みで事業を実施していくことを検討していくべき。  

○一般施策である放課後児童クラブにおいても年々障害児の受入れが拡大しており、今後は、専門的な対応   
を図っていくため、障害児の専門機関が放課後児童クラブ等についても巡回支援することが考えられる。  

I  

l  

■ ■■ ■ － － － ■ ■ ■ 一 － ■－ － － ■－ －－ － － － － －－ ■－ － － － －－ － － － － － 一 一 一 一 一 －一 一 一 一 － － － － － － － － － － － － － － ■一 一 － 一 一 － － － － ■－ － ■ ■ ■ 一 ■■ ■  
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現状・課題  

○ 学校卒業後に円滑に地域生活や就労への移行ができるよう、教育・福祉・就労施策の連携を図っていくこ   
とが必要。  

（参考）特別支援学校高等部等の卒業生の進路  

就職している者 23％、授産施設等の利用 56％  

検討会報告のポイント  ■■ ■ ■ 一 一 ■－ ■■－ －－ 一 一■ － －■ ■■■■ ■ － － － ■ ■ ■■ － －■ ■■ 一 ■ － ■－ － ■ ■ 一■ ■ ■ － －■ ■■ ■ ■ 一 －■■ ■‾ ■ ■‘‾ ‾ ‾■ ‾ ■‾ ■‾ ‾ ‾  「l  

I  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

】  

l  

1  

1  

I  

1  

l  

○ 学校在学中から、卒業後の地域生活や就労を見据えて、例えば夏休み等において、体験的に就労移行支   
援事業等の福祉サービス等を利用していくようにすることが考えられる。  

（注）障害者自立支援法附則第2条により、15歳以上の障害児も、就労移行支援等の事業を利用可能と   
なっている。  

t  

－ － ■■ － －1－ － － －■ － －■ 一 一■ －111－ － ■ ■ ■ ■ ■■ ■■ ■ ■ ■ － － 一 一Il1－ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■ ■■ ■■ ■■ － ■■ － ■■l■ ■■ ■l■ ■■ ■ － ■ ■ － － ■ t■ ■ ■－ ■ ■E■ ■ ■llll1－ ■■－ － ● －  
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部会でのこれまでの主な意見  

：○特別な支援を特別な場所で行うだけでなく、一般の地域で必要な支援を、関係施策等を活用するような形で  
行うべき。  

：○経過的児童デイサービス事業の制度化  

：0 日中一時支援事業の義務的経責化  
】  

※ 参考資料12～19  

【論点（案）】  

（放課後や夏休み等における支援）  

1．現在の経過的な児童デイサービスや日中一時支援事業について、放課後や夏休み等における  
居場所の確保が求められていること等を踏まえ、子どもの発達に必要な訓練や指導など療育的  
な事業を実施するものは、放課後型のデイサービスとして新たな枠組みで事業を実施することとし   
てはどうか。  

（障害児の放課後児童クラブ等での受入れ）  

2．障害児の専門機関が放課後児童クラブ等に対して巡回支援していくことにより、障害児の放課   
後児童クラブ等での受入れを促進していくべきではないか。  

（卒業後の就労・地域生活に向けた関係施策の連携）  

3．学校卒業後に円滑に地域生活や就労への移行ができるよう、教育・福祉一就労施策の連携を強   
化し、例えば学校の在学中から、夏休み等において体験的に就労移行支援事業等を利用してい   
くこととしてはどうか。  
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現状■課題  

：○子どものライフステージを通じた相談支援について、一層の充実を図っていくことが必要。  
I  

！○ 障害児には、その時々に応じて、保健・医療・福祉・教育・就労など様々な関係者が支援を行うことが必要  

であり、関係機関の連携システムを構築していくことが必要。特に、就学前から学齢期への移行時、進学時、  
卒業時などにおいては、支援の切れ目が生じないよう、関係者の連携強化が必要。  

検討会報告のポイント  
lllllll■ ■■■ － 11■l■1 － － ■ ■ ■ ■ ● ■ － ■ － ■ ■ － － ■ ■■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■l■ － ■■ － － － ■ 一 － ■■ ■ ■■ － － ■ ■ － ■ ■ ■ － － ■■■ － ■ 一  

1  

l  

（1）市町村を基本とした相談支援体制  
l  

！○ 市町村を基本として、それを障害児i  や、都道府県が支える重層的な相談   設等の障害児の  

支援体制を、地域の実情に応じて構築していくことが適当。  

○ 障害児の親子にとって身近な敷居の低い場で相談支援が行われることが必要。例えば障害児の専門機関   
が外に出向いていったり、気軽に行きやすい所とするため名称を「子ども発達センター」のように改めたりと   
いったエ夫が必要。  

（2）関係者の連携の強化  
l  

！○ 地域自立支援協議会のさ  ども部会の設置）等により関係機関の連換システムを構築していく必要。  

特に就学前から学齢期への移行時、進学時、卒業時などにおいて支援に切れ目が生じないよう、関係機関  
の連携を強化し、例えば保育所等と小学校・特別支援学校が積極的な連携を図っていくことが必要。  

（3）個別の支援計画の作成と活用  

○ ケアマネジメントの観点から、保健、医療、福祉、教育、就労等の各支援者がどのような役割の下で支援し   
ていくかの「個別の支援計画」づくりや、関係者による支援会議の開催 を進めていくことが必要。その際、サー   
ビス利用計画作成費を活用するとともに、学校等の関係機関の連携・協力により作成・活用することが必要。  

■ － ■ － － ■－■ ■ ■■ ●1－1111－ － ■ － ■1－ ■l■ ■■ － ■ － － － ■ ■ － ■ 一 ■ ■ll■ － － ■ －■ ■■ ■ 一 －】■ ■ ■■－ ■■一 一 一 一－ － －－ －■ － －－ － －1－ － － － － － ■－ － － － ■■■■l■ － － ■ ■ － － ■－ ■ － －  
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部会でのこれまでの主な意見  

：○本人のライフステージに寄り添った、相談支援体制が必要。  
：○ 早期発見のため、乳幼児期から、心配であればすぐに相談できるような体制が必要。  

I lO 家族からの相談に当たっては、入口のハードルを低くし、地域ごとに相談支援の機能を拡充させて、適切な  
相談機関につないでいくという形を検討していったらどうか。  

書  

：○障害のある子どもごとに個別支援計画を作成していくことが重要である。  
※ 参考資料 20～26  

【論点（案）】  

（市町村を基本とした相談支援体制の構築）  

1．市町村を基本として、それを障害児通園施設等の専門機関や都道府県が支える重層的な相談   
支援体制を、地域の実情に応じて構築していくべきではないか。   
また、障害児の親子にとって身近な敷居の低い場で支援が行われることが必要であり、例えば   
障害児の専門機関が外に出向いていったり、気軽に行きやすい所とするため名称を改める等の   
エ夫が必要ではないか。  

（関係機関の連携強化）  

2．地域自立支援協議会の活用（子ども部会の設置）等により関係機関の連携システムを構築し、   
特に学齢期への移行時、進学時、卒業時などにおいては、支援の切れ目が生じないよう連携強   
化を図っていくべきではないか。  

（個別の支援計画の作成・活用）  

3．ケアマネジメントの観点から、各支援者がどのような役割分担の下でそれぞれ支援していくかの  
「個別の支援計画」づくりや関係者による支援会議の開催を進めていくべきではないか。  
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現状・課題  

：○障害児にとって家族は育ちの基礎となるものであり、子どもの発達支援とともに、家族を含めたトータルな  
支援を行っていくことが必要。  

：○子どもから一時も目が離せない状況にある保護者の精神的・肉体的な負担感を軽減し、ぎりぎりまで頑  
張って在宅で育てられなくなるといったことを防ぐため、レス／くイト（一時的休息）の支援を図ることが必要。  

驚讐  

検討会報告のポイント  
l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

t  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

l   

I  

l  

l  

l  

I  

（1）家族の養育等の支援  

○ 障害児の家族が、障害の発見時において障害に気付き適切に対応していくことや、その後の養育の能力を   
高めていくことを支援するため、次のような支援を検討。  

（2）レスバイト等の支援  

○ 家族の負担感を軽減するため、ショートステイの充実等、レスバイト（一時的休息）の支援を図ることが重要。   

（3）経済的負担等  

○ 障害児のいる家族の経済的負担について、現在の利用料の軽減を平成21年度以降も続けるようにするな   
ど、家族の負担能力を踏まえた十分な配慮 が必要。  

l．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿†．＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿1  
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部会でのこれまでの主な意見  ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾■－■■■‾‾－‾‾ 
「  

l  

○ 親の支援を通して子の支援を行うことが重要（特に乳幼児期から学齢期）  

○ 母親のレスバイトを可能とする短期入所体制の拡充を  

■ － ■■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■ － － ■■■ ■■ － － ■■ － － ■ － ■ ■ － ■ ■ ■ ■■■ ■■l1 － ■■ ■ ■■ 一 一 ■llll■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■■■ － － － ■■ ■■ ■■ ■ － － ■ － － ■ ● ■ ■   

※ 参考資料 27、28  

【論点（案）】  

（家族に対する養育方法の支援）  

1．障害児の家族が、障害の発見時に適切に対応していくことや、その後の養育の能力を高めてい   
くことを支援するため、①専門家による心理的なケアやカウンセリング、②専門機関による家庭に   
おける養育方法の支援、③保護者同士の交流や障害児のきょうだいに対する支援の促進など、   
家族を含めたトータルな支援を図っていくべきではないか。  

（レスパイトの支援等）  

2．ショートステイの充実等、レスバイト（一時的休息）の支援を図るとともに、現在の利用料の軽減   
措置を継続するなど、家族の負担の軽減を図っていくべきではないか。  
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（1）障害種別による類型について  

現状・課題  
○障害児入所施設  

知的障害児施設   254か所   9，808人   

自閉症児施設   7か所   235人   

盲児施設   10か所   137人   

ろうあ児施設   13か所   165人   

肢体不自由児施設   62か所   2，730人   

肢体不自由児療護施設   6か所   237人   

重症心身障害児施設   115か所  11，215人   

○ 障害児の入所施設（467か所）は、障害種別等により7   
類型となっている。  

○ 障害者施設について3障害の共通化が図られ、また学   
校教育でも、複数の障害種別を対象とすることができる   
特別支援学校の制度への転換が図られている。  

○ 障害児施設についても、例えば肢体不自由児施設を知   
的障害や発達障害のある子どもが利用することが増えて   

いる状況にある。  

検討会報告のポイント  
■■ ■ ■ 一 一 一 －1■ ■■■■ － － － ■ －■■ 一 ■ － － － t－ － －■ － ■－ － ■－ ●－ － － － ■－ －－ －－■ －－ － －－ － ■－ ■－ － － － －■－ －■ ■■■－－ － ■■■ 一一 －■■l■ －－ ■ ■■■ ■ －                                                                                      1  

l  

て                                                                                                                                                                                                                                                                             も、障害の重複化等を踏まえれば、基本的な方向としては、複数の障害に対応できる  につい  

を図っていくことが適当と考えられる。  

：○その際、障害児施設は医療機関として併せて医療を行っているものがあることから、こうした医療型の施設  
と福祉型の施設に分けて考えていくことが必要。また、他の障害を受け入れられるようにしつつ、主に対象と  
する障害の種別を示せるようにするなど、それぞれの施設の専門性を維持していくことが可能となるよう、配  
慮が必要。例えば重症心身障害児について手厚い人的配置が可能となるようにするなど、基準等を検討して  
いく必要。こうした観点から、重症心身障害などの障害種別の法令上の位置付けも検討していく必要。  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿－－－－－－－－－－－－－－－－－－－」  
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（2）在園期間の延長  

○いわゆる加齢児（18歳以上）の割合  
現状・課題  

l  

知的障害児施設   40．1％   3，929人   

自閉症児施設   29．4％   69人   

盲児施設   13．1％   18人   

ろうあ児施設   6．7％   11人   

肢体不自由児施設   8．9％   242人   

肢体不自由児療護施設   46．8％   111人   

重症心身障害児施設   87．1％   9，765人   

○ 知的障害児施設、肢体不自由児施設は、引き続き   
入所しなければ福祉を損なうおそれがある場合等に   

ついて、満18歳以降も在所できることとされている。  

○ また、重症心身障害児施設は、継続入所のほか、   
新たに18歳以上の者を入所させることも可能とされ  

：ている。  
l  

I  

検討会報告のポイント  

○今回、障害児施設支援全般の見直しを行うに当たり、機能的には子どもから大人にわたる支援の継続性を   
確保しつつ、制度的には、障害児の入所定員を確保する一方、満1恥は、   
受け皿づくりなどを進め、時事者施策として対応してし昼壬とにフいて、検討していくべきとの意見が出された。  

○ こうした見直しを行う場合には、 支援の継続性を確保するための措置や、現在入所している者が雁設から   
退所させられることがないようにする措置など、移行に当たっての十分な配慮が必要と考えられる。  

○ 特に重症心身障害児施設について、他の障害児施設と同様の見直しを行う場合には、  
畳¢特性に応じた支援が保たれる よう、小児神経科医や本人をよく知る保育士等が継続して関われるように  
するなど、児者融 豊で  

：ある。  

○ 重症心身障害児者の在宅での支援施策（医療的なケアを提供できる短期入所、訪問看護、通園事業など）   
についても充実させていくことが必要。  

■－ －■ － ■■ ■■ － －1■ 一 －－■ ■■ ■－● －■ －－ － － ■－ － － ●■－ － －一 一 －－ －■ － －■ t－ － － － －■－ － － －■ － － －11■ ■－1中■ ■ ■■ ■1－ － ■  
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検討会報告のポイント  

○ 障害児の入所施設について、入所者の多様化等の状況を踏まえ、心理的ケアなどを行える専門的スタッフ   
の配置について充実を図るべきとの意見。  

○ 障害児の入所施設について、家庭的な雰囲気の中での支援が可能となるよう、小規模な単位での支援が   

できるような施設の在り方について検討が必要との意見。また、地域小規模施設制度、障害児のファミリー   

ホーム制度や専門里親制度について検討すべきとの意見。さらに、障害児の将来的な自立も見据えて、自   
立体験やグループホーム■ケアホーム的な住まいの在り方についても検討すべきとの意見。こうした意見を   

踏まえ、障害児の入所施設・住まいの在り方について検討を進めるべき。  

○ 障害児の入所施設について、重要な地域資源であり、地域との関わりを深めていくともに、地域の実情に   
応じて、地域への支援や短期入所の実施など地域の中の専門機関としての役割を強化していくべき。  

▲・」  

l  

■ ■ ●■ ■ 一 ■ － － － － ■l● ■■■ ■ － ● － ■■■ ■ l■ ■ ●■ ■ ■ － ■ ● ■■ ■ ■■ － － ■■ ■■l■ － ■ ■ － ■■ ■ ■ ■ － ■ ■ 一 － － － ■ 一 ■ ■ ■ 一 － ■■■ ■l■l一 － ■■■ － ■l■■ －1－ ■■■ ●■1 － － － ■l■ － －  
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部会でのこれまでの主な意見  

○ 強度行動障害の者が重心施設に入っている現状を改め、本来の重症児とは分けて考えるべき。  
○ 重症児者への処遇体系は、児者一貫した体制がとられるべき。  
■ ■ ■ ■ － ■ ● ■－ ■ ■ － － －1111－ ● 一 一 ■ ■■ ■ ■ － ■ ■ ■ ■ 一 ■■ ■一 ■ ■ ■ ■ ■■ ■■ ■ － ■■■■■ － － － 一 一 － － － ■一 － － － － － － ■■ － ■－ － － ■ － ■■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■－1－ ■ 一 一 －  

※ 参考資料 29～40  

【論点（案）】  

（入所施設の一元化）  

1．障害児の入所施設について、障害種別等により7類型となっているが、障害の重複化等を踏まえ、  
複数の障害に対応できるよう一元化を図っていくべきではないか。その際、それぞれの施設の専門   
性を維持していくことが可能となるよう配慮するとともに、例えば重症心身障害児について手厚い人   
員配置が可能となるようにするなど、基準等について検討していくことが必要ではないか。  

（在園期間の延長措置の取扱い）  

2．障害児の入所施設に満18歳以降も在園できるとされている取扱について、満18歳以上の入所者   
は障害者施策で対応していくよう見直していくべきではないか。   
その際には、支援の継続性を確保するための措置や、現に入所している者が退所させられること   
がないようにするなど配慮が必要ではないか。特に、重症心身障害児・者については、児者一貫した   
支援の継続性が保たれるよう十分な配慮が必要ではないか。   
また、重症心身障害児・者の在宅での支援について充実を図っていくべきではないか。  

（障害児の入所施設・住まいの在り方）  

3．障害児の入所施設について、心理的ケアが行える専門的なスタッフの充実や、小規模な単位での   
支援ができるような施設の在り方、障害児の将来の自立を見据えた住まいの在り方、地域の中の専   
門機関としての役割の強化について検討していくべきではないか。  
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7．・行政の実施主体  

現状■課題  

○ 現在、障害児施設についての実施主体は、都道府県（指定都市、児童相談所設置市を含む）とされている。  

○ 障害児の在宅の支援施策（ヘルパー等）や児童デイサービス、保育所等の施策や障害者施策は実施主体   
が市町村となっており、障害児施設についても身近な市町村の役割を高めていくことが必要となっている。  

○ 他方、障害児施設は数が少なく広域調整が必要なことや、入所の必要性などについて専門的な判断が必   

要なこと等を踏まえると、都道府県及び都道府県の児童相談所の専門性に基づく関与も必要となっている。  

1  

t＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一  

検討会報告のポイント  
－ ■■ ll■■ － ■ ■l■ ■ ■■ ■■ ■ ■ － ■ 一 － 11■ll■ － ■－ 1■ ■ ■ ll■ － ■ － ■■ l■ ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ● － 1■ ■ ■■■ － ■ ■ l■ ■ ■ t■ － ■ 1－ 1111■ 1－ ■■■ 1－  

I  

、 在宅の支援施策や児童デイサービスの実施主体は市町村とされており、市町村としてい  については  

することが考えられる。この場合、特に町村については、都道府県による支援が必要。  

、以下の3案を踏まえ、  については   

第1案   市町村   児童養護施設等への入所と実施主体が異なることとなり、  
障害児が虐待された場合等の判断に課題がある   

第2案   措置は都道府県   措置の場合と契約の場合で実施主体が異なることとなり、  

契約は市町村   混乱が生じるおそれがあるという課題がある   

第3案   当面は都道府県   この場合、市町村が相談に応じるなど、市町村の関与を強  
めていくことが必要。将来的には市町村とすることを検討   

l＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿1  
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（2）施設入所における措置と契約について  

現状■課題  

：○障害児施設への入所については、保護者による虐待や養育拒否の場合等は措置によるが、それ以外の場  
合には契約によることとされている。  

：○現在、措置による場合と契約による場合との判断について、都道府県によって差が生じている状況がある。  
l  

（措置による場合）  

・保護者が不在であることが認められ利用契約の締結が困難な場合  

・保護者が精神疾患等の理由により制限行為能力者又はこれに準ずる状態にある場合   

一 保護者の虐待等により、入所が必要であるにもかかわらず利用契約の締結が困難な場合  

検討会報告のポイント  
■ － ■ ●■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■ 一 ■■ 一 一 ■■－ ■ － ■－ － － － － － － － 一 一 ■■■■■－－ － － － － － － － ■■■一 一 － － －－ ■－■ － －■ ■■■ ■■】 ■ 一 －1111■ ■■ ■■                                                                                        l  

：○ 障害児施設への入所が措置か契約かの判断をより適切に行うべきという観点から、措置とするか契約とす   
るかの判断について、障害児の権利、社会福祉制度全体の改革の動向、利用者と事業者の対等な関係づく   
りなどに十分配慮しつつ、更に検討していくことが必要。  

○ 全国的に適切な判断が行われるよう、判断が難しい事例等について調査を行った上で、関係団体等から意   
見を聴取しながら、判断基準を更に明確化していく作業を進め、国において措置によるべき場合と契約によ   
るべき場合についてのガイドラインを作成していくことが求められる。  

1  

l  

－ ■■ ■ ■ ■■ 一 － ■ ■■ ■ ■ － ■ － － － ■ － － ■ ■ － ■－ ■－ － － ■－－ ■ ■－ － ■ － － ■－ － － ■■－ － －－ － － － － ■－ － － －－ － ■－ ■－ － ■■－ － － － － 一 － － － － － ■－ － － － ■ ■ ■■ － ■■■ ■  
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部会でのこれまでの主な意見  ‾ t‾ ■‾ ■－－ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾‘‾ ‾ ‾－ ■‾ ‾■ ‾ ‾ ■■‾ ■ ■‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■‾ ‾ ■‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■■ ‾‘－ ■‘■ ■ － －‘■ ■ ‾ ‾ ■‾ ‾  ■‘1  

l  

】  

：○町村の実施体制と実施状況の十分な検証が必要。  
：○市町村レベルでは新規入所者を決定できないおそれがあるため、従来どおり都道府県とすべき。（町村の意  
見を踏まえ、慎重に検討）  

：○経済的ネグレクトに対しては措置に。  
t  

※ 参考資料 41～44  
と11  

【論点（案）】  

（通所施設の実施主体）  

1．障害児施設の実施主体について、通所については、在宅の支援策や児童デイサービスの実施   
主体は既に市町村であり、都道府県が支援を行うこととしつつ、市町村とする方向で検討すること   
としてはどうか。  

（入所施設の実施主体）  

2．入所について、児童養護施設等の入所の実施主体が都道府県とされていること等を踏まえ、実   
施主体をどのように考えるべきか。当面都道府県とする場合には、市町村の関与を強めていくべ   
きではないか。  

（措置と契約）  

3．障害児施設への入所について、措置か契約かの判断をより適切に行うべきとの観点から、判断   
基準を明確化する作業を進め、ガイドラインを作成することとしてはどうか。  
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8．法律上の位置付けなど  

検討会報告のポイント  

：○障害児への支援については、なるべく一般施策との連携により対応していくという考え方からは、各施設や  
事業の根拠を「児童福祉法」に位置付けることを基本とすべきと考えられる。  

：○障害のある子どもやその家族が実際にサービスを受けられるよう、人材の確保を含めサ闊ビスの提供体  
制整備を図っていくことが必要。  

l  

：○障害の有無に関わらず、すべての人が「自立と共生」できる社会を目指した取組をさらに進めていくべき0  
■■ ■ ■ ■ 一 一 一 ■ ■ ■ 一 ■ － ■ ■ － ■■■ ■■ － ■ ■ ■■ ■■ － ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■■■ ■ － ■ 一 ■ ■ ■■■ ■ ■ ■ ■ ● ■ ■■ ■ ■ ■ ■■● ■ ■■ ■ ■ ■ ■ ● ● ■■ ■■ ■ ■ ■ － ● － ●■ ■ ■■■ ■－■ ■■■■ －  

部会でのこれまでの主な意見  ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 
「  

l  

○ 児童福祉法の枠組みの中で、ユニバーサルに障害のある子ども自身の発達支援と子育て支援を行う必   
要がある。  

【論点（案）】  

（障害児支援の根拠法）   

障害児への支援の根拠について、児童福祉法に位置付けることを基本としていくこととしてはど   

うか。  
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社会保障審議会一障害善部  
第38固（H20，9．10）  賓料2－③   

障害児支援の見直しについて  

参考資料  



障害者自立支援法の3年畿の見直し  

○ 障害者自立支援法（平成17年法律第123号）（抄）  

（検討）  

第三条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律及び障害者等の福祉に関する   

他の法律の規定の施行の状況、 障害児の児童福祉施設への入所に係る実施王座卿差   

等を勘案し、この法律の規定について、障害者等の範囲を含め検討を加え、その結果に基   

づいて必要な措置を講ずるものとする。  

障害者自立支線法の抜本朋見直し（報告書）（抄）  
平成19年12月7日  

与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム  

Ⅲ  

5 サービス体系の在り方  

障害児のサービス体系の在り方については、児童の福祉の向上、自立支援、障害児を抱え  
る家族の支援、保育施策など児童に対する一般施策や特別支援教育との連携の強化等の視  
点から検討。その際、児童相談所による措置との関係や、障害児のサ闊ビスの実施主体の  

在り方にも留意。   



について  
検討会の開催状況   

第1回  日時：3月18日（火）  

議題：現行の障害児支援施策等について  

第2回  日時：4月15日（火）  

議題：関係団体からヒアリング  

第3回  日時：4月25日（金）  

議題：関係団体からヒアリング  

第4回  日時：5月12日（月）  

議題：障害の早期発見・早期対応策について  

就学前の支援策について  

第5回  日時：5月30日（金）  

議題：就学前の支援策について  

学齢期・青年期の支援策について   

第6回  日時：6月10日（火）  

議題：ライフステージを通じた相談・支援の方策について  

家族支援の方策について   

第7回  日時：6月16日（月）  
議題：入所施設の在り方について  

行政の実施主体について   

第8回  日時：6月24日（火）  

議題：論点整理①  

第9回  8時：7月 4日（金）  

議題：論点整理②  

第10回 日時：7月14日（月）  

議題：とりまとめ①  

第11回 日時：7月22日（火）  

議題：とりまとめ②   

（メンバー）  

市川 宏伸   

◎柏女 霊峰  

北浦 雅子  

君塚 葵  

坂本 正子  

坂本 砧之輔  

柴田 洋弥  

末光 茂  

副島 宏克  

田中 正博  

中島 隆信  

橋本 勝行  

松矢 勝宏  

宮崎 英憲  

宮田 広蕃  

山岡 修  

渡辺 顕一郎  

く都立梅ケ丘病院長）   

（淑徳大学教授）   

（全国重症心身障害児（者）を守る会会長）   

（全国肢体不自由児施設運営協議会会長）   

（甲子園大学教授）   

（東松山市長）   

（日本知的障害者福祉協会政策委員会専門委員）   

（日本重症児福祉協会常務理事）   

（全日本手をつなぐ育成会理事長）   

（全国地域生活支援ネットワーク代表）   

（慶應義塾大学客員教授）   

（全国肢体不自由児者父母の会連合会会長）   

（目白大学教授）   

（東洋大学教授）   

（全国肢体不自由児通園施設連絡協議会会長）   

（日本発達障害ネットワーク副代表）   

（日本福祉大学教授）  

以上17名  
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嘩害児の支援体制について  

寸象児童：肢体不自由児、知的障害児、発達障害児など  

18歳   0歳  

3
 
 



（母子保健法第12条）  
●   

市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところにより、健康診査を行わなければならない。  
1満1歳6か月を超え満2歳に達しない幼児  

2 満3歳を超え満4歳に達しない幼児  

健康診査の内容  

01歳6か月児健康診査く母子保健法施行規則第2条第1項）   

母子保健法第12条の規定による満1歳6か月を超え満2歳に達しない幼児に対する健康診査は、次の各号に掲げる項目について行  
うものとする。   

1身体発育状況   2栄養状態 3脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無   
4皮膚の疾病の有無 5歯及び口腔の疾病及び異常の有無   
6四肢運動障害の有無 7精神発達の状況 8言語障害の有無   
9予防接種の実施状況10育児上聞題となる事項11その他の疾病及び異常の有無  

03歳児健康診査（母子保健法施行規則第2条第2項）   

法第12条の規定による満3歳を超え満4歳に達しない幼児に対する健康診査は、次の各号に掲げる項目について行うものとする。  
1身体発育状況   2栄養状態 3脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無  

4皮膚の疾病の有無 5眼の疾病及び異常の有無 6耳、鼻及び咽頭の疾病及び異常の有無  
7歯及び口腔の疾病及び異常の有無 8四肢運動障害の有無 9精神発達の状況 10言語障害の有無  
11予防接種の実施状況12育児上聞題となる事項13その他の疾病及び異常の有無  
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善書児□ 書の実 状況に艶王  

⊂≡：ご：コか所数  

卜示㌻脚児童数  
障害児保育の実施状況推移  

12，000   

11，000   

10，000  

9，000  

8，000  

7，000  

6，000  

5．000  

4，000  

3，000  

2，000   

1，000  

17   
18（年度）  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  

※児童数lま、特別児童扶養手当支給対象児童数  

全保育所数に  用児童数  

実施か所数   占める割合   受入れ児童数（人）   める割合   

平成17年度  u 6，99511卜205）  n   31．0％  

平成18年度   7，1叫l（十135）   31．4％   10，6可‡（十68）   ．53％   

※（）は対前年度増減数  

※全保育所数、全利用児童数に占める割合   
の欄は、各年4月1日現在の全保育所彗臥   
全利用児童数を使用し、算定。   
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］  L  

設：467九所（24．527人） 通所施設：378  12．335人） 児童デイサービス：1092カ所（82．329  

視覚障害児童を入所させ、独立自活に必要な  
指導又は援助を行う。  

児童福祉法第43条の2  

知的障害の児童を日々保護者のもとから通わ  
せて保護するとともに、独立自活に必要な知  
識技能を与える。  

児童福祉法第43条  

※施設数及び在所者数は、平成柑年10月1日現在（平成18年度社会福祉施設等の調査の概況より。）  
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障害児通園施設等の概要  

○ 児童福祉法に基づく適所施設  

施設類型   
根拠法令   施設の性格   施設数   利用者数   

知的障害児通園施設   
児童福祉法43条   知的障害のある児童を日々保護者の元から通わせて、これを保護するととも   

（昭和32年）   に、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とする施設。   
254か所   8，981人  

児童福祉法43条2   
難聴幼児通園施設  

（昭和50年）   

ろうあ児施設のうち、強度の難聴の幼児を保護者の下から通わせて指導訓練   
を行う施設。   

25か所   746人  

肢体不自由児通園施設   
児童福祉法43条の3  

（昭和38年）   
肢体不自由児施設のうち、通所による入所者のみを対象とする施設。   99か所   2，608人   

0 その他の適所施設  
施設類型   

根拠法令   事業の性格   施設数   利用者数   

障害者自立支援法第5  

条第7項  
児童デイサービス  

（昭和47年から補助事  
日常生活における基本的動作の指導、集団生活への適応訓練等を行う事業。  1，092か所   32．329人   

業として実施）  

施設類型   根拠法令   事業の性格   施設数   利用者数   

重症心身障害児（者）に対し、日常生活動作、運動機能等に係る訓練、指導  
重症心身障害児（者）通  予算事業  （平   等必要な療育を行うことにより、運動機能等低下を防止するとともにその発達   

成元年よりモデル事業）  を促し、併せて保護者等に家庭における療育技術を習得させ、在宅福祉の増  280か所  
園事業  

進に資する事業  

社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉   

重症心身障害児（者）通園事業は、障害福祉課調べ（H20．4．1現在）  
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障害児通園施設等の概要（基準等）  

○ 児童福祉法に基づく適所施設  

施設類型   実施主体   対象者   職長の職種  設備基準   利用の実態等   

指導室、遊戯室、屋外遊戯  

知的障害児通園施設   
知的障害のある児  場、医務室、静養室、相談  
童   保育士   嘱託医  室、ノ調理室、浴室又はシヤ  

栄養士  
ワ一重．便所   

都道府県  強度の難聴（難聴   児童指♯員、保育士  （調理長）  
が必要   

難聴幼児通園施設  指定都市   に伴う言語障害を   聴能訓練担当職員、  聴力検査室、訓練室、相談  整備に当たっては、豊鹿  

児相設置市   含む）幼児。   言語機能訓練担当地点  室、調理室、便所   
章の国庫補助がある。  

て必要な触員、  診療所として必要な設備、  

肢体不自由児通園施設  訓練室、屋外訓練場、相談  肢体不自由児のあ る児童  診療所とし 児童指導員、保育士、看護師、 理学療法士又は作業療法士  室、調理室   

○ その他の適所施設  
施設類型 

実施主体   対象者   職員の職種  設備基準   利用の実態等   

障害児く知的■身  
サービス管理圭  

訓（必要な機   

児童デイサービス   五吐虹  体・精神）  管理者  
械器具等を備えたも  定による  

児童指導旦又は保育士  の）、サービス提供に  
（グレーゾーンも可）  必要な設備、備品   

整備費の補助制度なし。   

施設類型   
実施主体   鱒象考   鹿島め職種  設備基準   利用の実態等   

A型は、訓練室、集会室  

都道府県   重度の知的障害と  児童指導員又は保育土星  施設長  
兼食堂、診察室、静養  利用は、実施主体の決定  

重症心身障害児（者）通  重度の肢体不自由  学療法、作美療法、言語療  室、浴室又はシャワー  （重心の判定があるため   

園事業   が重複している児   法事を担当する者  圭、便所、調理室  児相に確認しているのでは  

中核市   童   医師．看護師  B型は、本体施設の設  
備を利用   
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障害児通園施設等の概要  

○ 児童福祉法に基づく適所施設  く定員規模30人単位地域加算がない場合）  

施設類型   
予算   最低基準   単位   

21日利用した場   

A  凹   

その他   

児童指導鼻・保育士の総数は、通じておおむ ね乳児又は幼児の数を4で除して待た数及  663単位   
139，230円   

知的障害児通園施設   
び少年の数を7．5で験して得た数の合計数  （幼児194．670円）   

法律に基づく負担金  以上、嘱託医   

1／2  
都道府県  音詩訓練担当職鼻の総数は、通じておおむ  

調理に係る費用は含  

難聴幼児通園施設  指定都市 

／2  

213，990円   まれていない。（原則  

職員・言語機能訓練担当職員はそれぞれ2  自己負担）  

児童相談所  人以上）、嘱託医   

設置市  
診療所として必要な職員、  316単位  

肢体不自由児通園施設  児童指導員、保育士、看護師及び  
（＋医療費）   

66，360円＋医療費   
理学療法士又は作業療法士  

○ その他の通所施設  く定員規模11～20人単位地域加算がない場合）  

施設類型   
予算   指定基準   単位   

21日利用した場   
A   
【コ   

その他   

法律に基づく負担金  
11～20人規模  

国 1／2  
サービス管理責任者   

508単位  

児童デイサービス  
106．680円   

都道府県1／4  （10人は、  
食事は、事業化されていな  

児童指導員又は保育士10：2  （10人規模  い。   
市町村1／4  754単位）  

158，340円）  

施設類型   
予算   補助基準   単価   その他   

予算補助  

国  1／2   
児童指導員又は保育士、 

月額（事務費）   この他に、事業費を支給利  
重症心身障害児（者）通  

法、作業療法、言語療法等を担当  
A型 3．099，440円（206629円）   用者は、飲食物費につき、   

園事業  
する者、医師、看護師  

B型1．320．780円（264，156円）   負担。   

芸芸書芸）1／2  
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か所  

H8   H9   HlO Hll H12 H13 H14 H15 H16  H17 H18  

□難聴幼児通園施設  
四肢体不自由児通園施設  
田知的障害児通園施設  

〈社会福祉施設等調査報告〉   
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児童デイサービスの施設劇及び利音声児童附こついて  

か所  

1，200  
32，329人  

35，000   

30，000   

25，000   

20，000   

15，000   

10，000   

5，000   

0  

人  

1，000  

800  

600  

400   

H17  H18  H15  

定員10人未満  
国定員10人～19人  

E＝］定員20人～29人 ⊂＝コ定員30人以上  
⊂＝］不詳  →－－一利用実人員  

〈社会福祉施設等調査報告〉  
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齢別の児童に対する放課後支蓑  

（参考）  

経過的  

児童デイサービス  
障害部  

ー●－－－●一●■■－■－●■■一■－■一■一■－■●■■l●l●一■●－t－t－・－●－・－・－・－・－●－・－・－・－・一●－●一・－・t－－・－●－■一■－・－・－・－●－・一・－・－・一・■■・＋・－・－・－・－・－・ノ  

I  l  

l  l  

l  1  

I 1  

10歳 12歳  
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嘩害児が利用できる放課後支援策について  

実施主体  
20年度予算額  

事業概要   対象者  
平成19年度か所数  

（実施場所）  
日額or月額  

（障害児受入か所数）   

日中において監護する者がい  

な邑ため、一時的に見守り等の支援  
地域生活支援事業  

日中一時支援事業  が必要な障害者等の日中における活  市町村  
（400億円）の内数  

動の場を確保し、障害者等の家族の  障害児（者）  
（特段の定めなし）  

（補助金）  
1，527市町村  

（障害部）  
就労支援及び障害者等を日常的に  で実施   

介護している家族の一時的な休息を  自治体毎の判断  
図る。  

187億円  
共働き家庭など  のおお  留守家庭の  
むね10歳未満の児童に対して、児童  おおむね  

市町村  
（補助金）  

放課後児童クラブ  
16，685か所  

（雇児局）  
10歳未満の  （小学校の余裕教室、  

1クラブ当たり  

（6，538か所）  
放課後に適切な遊び、生活の場を与  

児童  
児童館等）  ※H19．5．1現在   

えて、その健全育成を図る。  月額20万円  
※児童数36～70人の場合  

放課後や週末等にすべての子ど  78億円  
放課後子ども教室   もを対象として、安全・安心な子ども  

6，267か所★  

推進事業  の活動拠点（居場所）を設け、さまざ   主に小学生  
市町村  （補助金）  （－）   

（文科省）   まな体験活動や交流活動等の取組  
（小学校の余裕教室等）  

みを推進する。  自治体毎の判断   ★見込を含む   

介護給付費  
（日中活動・居住サービス  

（参考）  
日常生活における基本的動作の指  就学前児童を   市町村  

（3，740億円））の内数  

（負担金）  
1，092か所  

児童デイサービス事業  
原則   （特段の定めなし）  ※H18．10．1現在   

（障害部）  

1人日額2，830円  
★11～20人の定員の場合  
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児童デイサ「ビス  

E対象児童】  

○ 療育の観点から個別療育、集団療育を行う必要が認められる児童。  

※ 市町村は、支給決定の際、当該児童が療育指導を必要とするか否かについて、児童相談所一保健所に意見を求める   

ことが望ましいものとする。  

※ 放課後対策、レスバイトを理由とする利用については、地域生活支援事業の「日中一時支援事業」等で対応  

【人員配置∃  【事業内容】  

○ 療育目標を設定した個別プログラムの策定及び評価。  
○ 指導員等による児童への個別指導を1日に一定時間以上行う。  
○ 個別プログラムに沿った集団療育を行う。  
○ 保健、医療、教育も含めた支援システムを構築するため、関係機関  
と連携を図る。  

○ サービス管理責任者   

○ 指導員又は保育士  

10：2以上  

E報酬単価】  

508単位（1日あたり平均利用人員11～20人）  
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〔経過措置の取扱い〕   

平成18年9月30日において、児童デイサービスを実施している事業者及びその利用者に配慮し、施行後3年間は、  
事業所として一定の要件を満たすものを指定児童デイサービス事業所とみなす。  

E対象児童】  

○ 療育の観点から、集団療育を行う必要が認められる児童（必要に応じ児童相談所・保健所に意見を求める）。  

【人員配置】  【事業内容】  

0 指導員又は保育士  
15：2以上  

【報酬単価】  
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【利用者】  

Q 
＿   l   

■ おいて監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要と市町村が認めた障害者（児） ‾‾‾‾‾■‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾－■‾■■－■■■－‾■■■一一‾‾■‾－‾‾一‾‾■■■■－－－■－■■■－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－一一－－－－「  剖     ヽl  

従来の「障害児タイムケア事業」、「知的障害児・者短期入所事業の日中預かり」、「身体・知的障害者  
デイサービス事業」の一部を取り込む形で地域生活支援事業（市町村が行う事業）に位置づけ。  

障害児タイムケア事業等の再編  

【サービス内容等】  

○日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、学校  
の空き教室等において、障害者等に活動の場を提供し、  
見守り、社会に適応するための日常的な訓練等を行う。  
○障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に  

介護している家族の一時的な休息を目的とする。  

利用定員及び職員等の配置基準  

については、適切なサービス提供  
が行えるよう市町村が定める。  

【実施状況】  

【H18’】1，397市町村（76．5％）⇒【H19’】1，527市町村（84．0％）  

16   
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放課後児童クラブにおける障害児の受入れ状況  

く放課後児童クラブの概要〉  

児童福祉法第6条の2第2項の規定に基づき、保護者が労働等により、昼間家庭にいない小学校に  

修学しているおおむね10歳未満の児童に対し、授業の終了後に児童厚生施設等を利用して適切な  
遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るもの。  

⊆
 
 

平成19年  平成18年   平成17年  平成16年  平成15年  

（注）（）内は、全クラブ数に占める割合、［］内は全登録児童数に占める割合である。  〈厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課調べ〉  

受入れに対する経真の補助 く障害児受入推進事業〉  

放課後児童クラブにおける障害児の受入推進を図るため、障害児対応の指導員を各クラブに配置するた  
めの経費。（平成20年度予算1クラブ当たり年額1，421，000円）  
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○ 障害者自立支援法では、障害者の就労を積極的に支援し、■障害者が地域で自立して暮らして   
いくことができるよう、就労移行支援や就労継続支援などの事業を創設。  

015歳以上の障害を持つ児童についても、児童相談所長が認めた場合などには、上記サービ   

スを利用することが可能。【障害者自立支援法附則第2条】  

＜18歳末満の者の就労系サービス利用者数＞  
（N＝50，川2人）  

く就労系サービス利用者数の年齢構成＞  

精神関連施設  
2人  

身体関連施設   

11人  
人   割合（％）   

18歳末清   148   0 

18歳以上65歳未満   47，868   95．5％   

65歳以上   1，746   3．5％   

無回答   340   0．7％   

合計   50．102   100．0％  

【出典】平成18年度社会就労センター実態調査報告書  

（注）身体関連施設：身体障害者入所授産施設、身体障害者通所授産施設、身体障害者福祉工場、身体障害者小規模適所授産施設  
知的関連施設：知的障害者入所授産施設、知的障害者適所授産施設、知的障害者福祉工場、知的障害者小規模適所授産施設  
精神関連施設：精神障害者入所授産施設、精神障害者適所授産施設、精神障害者福祉工場、精神障害者小規模適所授産施設  
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★ 障害者の職業能力開発の推進について（H20）  

（注）特別支援学校高等部等卒業生の進路状況は、文部科学省「特別支援教育資料」（平成19年5月）  

授産施設等からの就職者の割合は平成12年度社会就労センター実態調査報告書  

ハローワークの有効求職者は平成19年3月末現在。年間就職者数は平成18年度  

障害者職業能力開発校－一般校活用事業・障害者委託訓練の就職率は18年度  

19  
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障害児の相談支援体制  

関係機関・施設  
l  

閻塵塵嬰  

・発達障害者支援センター   

（都道府県）  

・児童相談所（都道府県）  

l．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿○＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

■障害児入所施設  

・障害児通園施設  

・児童デイサービス事業  
l  

l  

l  

l  

I  

・市町村保健センター 等  

※サービス利用計画作成費の対象者は特に計画的な自立支援を必要とする者  

（乳幼児期から学齢期、学齢期から就労への移行等、生活環境が大きく変わる場合も含まれる）  
20   
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地域自立支援協議会について  
【概要】  

市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中  

核的役割を果たす協議の場として設置する。［交付税］  

【実施主体】  

市町村（（D複数市町村による共同実施可 ②運営を指定相談支援事業者に委託可）  

【主な機能】  

①地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議  

②困難事例への対応のあり方に関する協議、調整  
③地域の社会資源の開発、改善  

※ 都道府県においても、都道府県全体のシステムづくり等のため、自立支援協議会を設置。  
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障害者自立支援協議会 の運営例  

運営のイメージ   
地域自立支援協議会の設  

置形態、運営方法（専門部  
会の運営等）は、地域特性  
を反映して多様に展開され  

ている。  

（例）  

※部会を設置し、それぞれの   
テーマごとに、個別支援事例   
で確認された地域課題の協議   

等を行うことが考えられる   

※要保護児童対策協議会、特   
別支援教育のための協議会   

との連携も考えられる  

定例会  

工  

連壊強化・システムの構築   

Aさんの  Dさんの  

個別の  

支援会議  

個別の  

支援会議   
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相談支援事業の実施状況について  

1 市町村相談支援の実施状況  （19年4月1日現在）   

○実施主体  市町村直営25％   委託58％   直営＋委託17％  

（相談支援事業者への委託）  

2 都道府県自立支援協議会の設置箇所数  （20年5月20日現在）  

45ケ所／47都道府県  95．7％  

3 地域自立支援協議会の設置箇所数  （19年12月1日現在）  

904ケ所／1，821市町村 ＝  49．6％  

（19年4月1日現在）  4 指定相談支援事業者数  

2，523事業者   

5 サービス利用計画作成真の支給決定者数  

1，429人  

（19年4月1日現在）  
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地域における相談支援のイメージ  
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ライフステージに応じた相談支援  

早
期
発
見
・
早
期
対
応
 
 

※個別の支援計画とは…支援が必要な者に対して、ライフステージを通じた岬貫した支接が可能となるよう、医療、保健、福祉、教育、労働等の  
関係機関が連携して策定する計画。  

※個別の教育支援計画とは■‥障害があり特別な教育的支援が必要な幼児児童生徒に対し、乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して  
的確な教育支援を行うことを目的として、福祉、医療、労働等の関係機関との連携を図りつつ、学校（学級担任  
等）が中心となり作成するもの。  
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障害児の専門機関による支援のイメージ  

保育所  

幼稚薗  

学校  

■
■
■
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専門機関が出向いてい＜  

ことにより、一般施策に  
おける受入れを促進する。  

専門機開が出向  

いてい＜ことに  

より、敷居が低  
いところで支援  

を受けることが  
並行通園する児童を増や  

してい＜。  
－－ ● ■ － ■ ● ■ ■ ■－ － － － － － － － －．－．＿ ＿ －●■ ■．一 － ● ● ■▼ ■ ■ ′  

l、、できる。  
、 t■ ■ － ■■ － ● － ●■・■■ －・一 ■ － － ● －■ 一 －・●■ ■■ ■■  

l  

J  

支 援  
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【利用者】  

0 居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、施設等への短期間の入所を必要とする身体自知的・精神障害者  

t  

l  

：① 障害程度区分1以上である者  

－  

：②障害児の場合は、障害児に係る厚生労働大臣が定める区分に規定する区分1以上である者  

1  l  l  l  l  l  

】  

1  1  1  1  1  l  

＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿＿ ＿＿l  

【サ脚ビス内容等】  【人員配置】  

○ 短期入所の利用者を本体施設の数  
とみなした上で、本体施設に必要な人  

員を配置。   

○ 単独型事業所においては、生活支  

援員を必要数。   

○ 入浴、排せつ又は食事の介護等を提供。  

○ 利用者の障害程度区分に応じて報酬単価を設定。  

0 医療機関で実施する短期入所については別に報酬単価を設定。  

【実施状況】  E報酬単価】  
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障害児入所施設の概要  

施設類型   
根拠法令   施設の性格   施設数   利用者数   

知的障害のある児童を入所させて、これを保護し、又は治療す  
知的障害児施設   児童福祉法42条  るとともに、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とす  254か所   9．808人   

る施設。  

自閉症児施設   児童福祉法42条   自閉症を主たる症状とする児童を入所させる知的障害児施設。   7か所   235人   

盲児施設   

盲児（強度の弱視児を含む。）又はろうあ児（強度の難聴児を含  
児童福祉法43条の2   む。）を入所させて、これを保護するとともに、独立自活に必要  10か所   137人   

な指導又は援助をすることを目的する施設。  

ろうあ児施設   児童福祉法43条の2  同上   1．3か所   165人   

肢体不自由児施設   
肢体不自由のある児童を治療するとともに、独立自活に必要な  

児童福祉法43条の3   知識技能を与えることを目的とする施設。   62か所   2，730人   

病院に収容することを要しない肢体不自由のある児童であって、  
肢体不自由児療護施設   児童福祉法43条の3   家庭における養育が困難なものを入所させる施設。   6か所   237人   

重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童を  

重症心身障害児施設  児童福祉法43条の4   入所させて、これを保護するとともに、治療及び日常生活の指  115か所   11，215人   

導をすることを目的とする施設。  

〈社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉  
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障害児入所施設の概要（基準等）  

○福祉型（病院であることを要件としない障害児入所施設）  

施設類型   
対象者   職員配置  設備基準   

知的障害児施設   知的障害のある児童   

自閉症を主たる症状とする児  

第2種自閉症児施設  童であって病院に収容するこ  
屋医師  

とを要しないもの   児童指導員 
居室  

調理室  
保育士 

浴室  
嘱託医 堂・遊戯室  

便所  
盲児（強度の弱視児を含む）   盲児施設  栄養士 練室  

調理員 
医務室  

業指導に必要な設備  

職業指導員 静養室     楽指導に関する設備  

（職業指導を 堂，遊戯室  

ろうあ児施設   ろうあ児（強度の難聴児を含  行う場合） 

む）   

練室  

業指導に必要な設備  
写に関する設備   

病院に収容することを要しな  

肢体不自由児療護施設  
い肢体不自由のある児童で   練室  

あって、家庭における養育が  
困難なもの   

外訓練場   

‘1  
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障害児施設等の概要（基準等）  
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障害児入所施設の概要（予算）  

く定員規模別30人 単価 地域加算がない場合）  

施設類型   予算   予算上の基準   基本車価   
30日和崩した瘍   

A 【コ   

その他   

児童指導員・保育士4．3：1  

知的障害児施設   施設長、介助鼻、事務員、嘱託医  
667単位  200，100円  

（2名）、（栄養士、調理員）  （＋57単位）   （217，200円）   

第1種自閉症児施設  児童指導員・保育士 6．7：1   
309単位  

（＋医療費）   
92．700円＋医療費   

児童指導員・保育士4．3：1施  

第2種自閉症児施設  設長、介助且、事務員、医師、看  198，600円   
護師（2名）、嘱託医（2名）、（栄  
養士、調理長）   この一部について、利用者  

181，800円  
が定率負担する。また、調  

606単位  
育児施設  法律に基づく負担金  児童指導良一保育士 5：1  

理鼻等の人件費及び調理  
（＋57単位）  （198，900円）  具については、原則自己負  

国  1／2   （幼児の場合 4：1）   （＋78単位）   （222，300円）   担   

指定都市  施設長、介助鼻、事務員、嘱託医 （2名） 
、（栄養士、調理員）  

180，600円  
児童相談所設置市  

（＋57単位）  （197，700円）   
※その他職員加配や障  

ろうあ児施設  
1／2  ※ろうあ児施設は、嘱託医1名   育種度に応じた加算制度  

（＋78単位）   （221，100円）  あり   

肢体不自由児施設  
児童指導員・保育士10：1  136単位  

（少年の場合20：1）  （＋医療費）   
40，800円＋医療黄   

児童指導員・保育士3．5：1  

肢体不自由児療護施設  施設長、介助鼻、事務員、看護師  209．700円   
（50人までは3名）、嘱託医、（栄  
義士、調理員）   

重症心身障害児施設  862単位  258，600円   

児童指導員、保育士  （＋医療費）  ＋医療費   

※（）は、小規模加算と幼児加算  
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障害児施設の施設数及び利用児童数の推移（入所施設）  

‰′・－叫叫か川■≠・ハ・1、－加叫叫叫漁（…■▲－バレーけ－り、腑、“≠叫鳳 んL一・1h・…叫 

～【へ  

＝ 

1-1 8 H9  HlO H11 H12  H13 H14 H15 H16  H17  H18  

E≡＝ヨ盲・ろうあ児施設  

⊂＝＝コ重症心身障害児施設  

－づキー知的障害児施設入所児童数  

ヰー肢体不自由児施設入所児童数  

E≡≡ヨ知的障害児施設  
E＝コ月支体不自由児施設  

． 入所児童  

♯盲・ろうあ児施設入所児童数  

＋重症心身障害児施設入所児童数  

〈社会福祉施設等調査報告〉   
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在所期間の延長措置について  
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幼児   牒塙掛㊦年期   加齢児  

（0歳～6歳）   （碑ヤ．17歳）   （18歳以上）   

知的障害児施設   3．2％（311名）   56．8％（5，568名）   40．1％（3，929名）   

自閉症児施設   3．4％（8名）   67．2％（158名）   29．4％（69名）   

盲児施設   5．8％（8名）   81．0％（111名）   13．1％（18名）   

ろうあ児施設   12．1％（20名）   81．2％（134名）   6．7％（11名）   

肢体不自由児施設   31．3％（854名）   59．9％（1，634名）   8．9％（242名）   

肢体不自由児療護施設   9．7％（23名）   43．5％（103名）   46．8％（111名）   

重症心身障害児施設   2．8％（319名）   10．1％（1，131名）   87．1％（9，765名）   

く社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉  
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障害児施設と障害者支援施設の居室・廊下の基準比較  

居室  廊下幅   

障害児施設  

（福祉型）   
1室の人数15人以下   1人あたり3．3n†以上   適用無し   

患者2人以上の場合   廊下幅1．8ポ以上  
1人あたり4．31ボ以上   （両側に居室ある場合は、2．1ポ以上）  

障害児施設  （療養病床のみ）  

（医療型）  1室の人数4人以下  
（小児のみ）上記の2／3以上で可。   

ただし、－の病室の床面積は6．3rバ  

（療養病床のみ）  

以下であってはならない。  
廊下幅1．8ポ以上  

（両側に居室ある場合は、2．7ポ以上）   

障害者支援施設   1室の人数 4人以下   1人あたり9．9ポ以上   
廊下幅1．5ポ以上  
（中廊下は、1．8ポ以上）   
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障害児施設と障害者支援施設の設備概要  

設備  特別な配慮   

知的障害児施設   
居室、調理室、浴室、便所、静養室、  
医務室（30人以上）   職業指導に必要な設備  

（児童の年齢、適性等に  

第2種自閉症児施設   
居室、調理室、浴室、便所、静養室、医  応ずる）  

務室   

居室、講堂、遊戯室、調理室、浴室、便  
所、医務室（30人以上）、静養圭（3  訓練室、職業指導に必要な設  

・階段の傾斜を緩やかにすること  

盲児施設  
0人以上）  備、音楽に関する設備  ・便所の手すり、特殊表示等身体の機能  

の不自由を助ける設備   

居室、講堂、遊戯室、調理室、浴室、便  
ろうあ児施設  所、医務室（30人以上）、静養室（3  備、映写に関する設備  

0人以上）   

居室、医務室、静養室、調理室、  
・階段の傾斜を緩やかにすること  

肢体不自由児療護施設  浴室、便所   訓練室、屋外訓練場  ・浴室及び便所の手すり等身体の機能の  

不自由を助ける設備を設けること。   

第1種自閉症児施設   医療法に規定する病院として必要な設備、観察室、静養室、訓練室、浴室   

医療法に規定する病院として必要な設備、ギプス室、訓練室、屋外訓練場、講堂、図暮圭、特殊手  

肢体不自由児施設  エ芸等の作業を指導するに必要な設備、義肢装具を製作する設備（他に適当な施設があるときは  
設けることを要しない）、浴室   

重症心身障害児施設   医療法に規定する病院として必要な設備、観察室、静養室、訓練室、看護師詰所、浴室   
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障害児入所施設の概要（児童福祉最低基準）  

○ 福祉型（病院であることを要件としない障害児入所施設）  

（参考）障青者支援施設   



障害児入所施設の概要（児童福祉最低基準）  

○ 医療型（病院であることを要件とする障害児入所施設）  

施設類型   職員配置  

第1種自閉症児施設   
設の医師は、児童を対象とする精神科の  
の経験を有する医師でなければならない。   

医療法に規定する病院と  

して必要な職員  理学療法士又は作業療  

肢体不自由児施設   職業指導員   
児施設の長及び医師は、肢体の機能の  
の療育に関して相当の経験を有する医師  

児童指導員  （職業指導を行う場合）   ならない。   

保育士（※）  

害児施設の長及び医師は、内科、精神科、  

重症心身障害児施設  
理学療法士又は作業療   児科、外科、整形外科又はリハビリテー  

心理指導を担当する職員   
診療に相当の経験を有する医師でなけれ  

l  

※ 第1種自閉症児施設の児童指導員又は保育士の総数は、通じておおむね児童の数を6．7で除して得た数以上  
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【20歳以上の障害児施設と障害者支援施設等利用者の場合】  

根拠条文   利用者負担   支給決定期間   障害程度区分   障害種別   実施主体   

【収入】  

原則本人の収入  

障害児施設   
児童福祉法  

3年以内   、l  ヽ   種別あり   ヽ  邑  ヽ   

【軽減】  

個別減免  

、】J払  

【収入】  

障害者  原則本人の収入  生活介護利用者  

支援施設  
（障害程度区分4  

度量畳  
3年以内  

以上）  

（生活介護）  
自立支援法  

害種別なし   五虹．拉   

【軽減】  
療養介護利用者  

療養介護  
個別減免  

く障害程度区分5  

以上）   
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児童養護施設等と障害児施設との比較  

障害児施設  

・知的障害児施設や肢体不自由児施設  

に入所している児童の大部分は、社会  
的養護を必要としている児童。知的障  
害児施設の入所理由を見ると、養育能  
力28．1％、離婚等12．4％、虐待・養育  
放棄が11．3％。平成17年度については、  
入所数の30．4％が虐待による入所。  
（平成18年度全国知的障害児一者施設   

実態調査報告書）  

・肢体不自由児施設に入所している児童  

の4％は、被虐待児。  
（「療育施設に入所している被虐待児童について  

の研究・調査」、平成15年慶子育て支援基金事  
業）  
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サービス分野   根拠法   実施主体   備考  

在宅  

障害者自立支援法   市町村   
障害種別による区  

（居宅介護・児童デイ  別なし  

サービス等）  

適所  障害種別による区  

（知・的障害児通園施設・  
別あり  

肢体不自由児施設等）   都道府県  
（例）  

知的障害児通園施設：知的  

児童福祉法  指定都市  
障害  

重症心身障害児施設：重度  

入所  児童相談所設置市  
の知的障害及び重度の肢  

体不自由が重複等  

（重症心身障害児施設・  

知的障害児施設等）   
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障害児施設などの実施主体  

＜保育所＞＜児童養護施設等＞  
（児童福祉法）  （児童福祉法）  

＜障害児＞  

（児童福祉法）  

l ：【支給決定／措置】 l  

都道府県、御株 
：児童相談所設置市 ＼  

＜障害者＞  

（障害者自立支援法）  

【支給決定】  

市町村   

’ll 【契約】＝濃聖  
は；  

：  

玉里丑 ！も蒜妄蒜議諸表毒蒜  
′ ヽ＿＿ ＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿．  

①
相
談
（
通
告
）
（
※
）
 
 

◆
 
 

①
相
談
（
通
告
）
（
※
）
 
 

↑
 
 

※市町村に通告する場合もある。  ※ 市町村に通告する場合もある。  
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措置と契約の取扱いについて  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■■－■－－－■－●■■－■●■●－－－－－－■－■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－ 「   

原則として障害児施設の利用は契約によることとなるが、児童相談所が下記の事由   

のいずれかに合致すると判断した場合については、児童福祉法第27条第1項第3号   

の措置による利用を行うものとする。（障害児施設給付費等の支給決定について（平成19年障発0322005号）  
－ ■ ■ ■ ●1一 一Il■l■ll－ ■ ■ ■ ■ ■ ■■ － － ●－ 一 ■■－ －■■－ ■－ ■－ 一■ 一 －－ － － － － ■－ －■■ 一 － ■－ － － ■－ － － － － － － －－ － －一 ■－ ■－ － － －－ － ■－ － ■－ 一 一 － ■－ － ■－ －－ － － － － 一 一 － － ■－ － ■ ■■■－ ■ －■ － ■ ■ ■ ■－ ■ － ■ － － ■ll1－ ■ － ■－ ■－ ■ ●l■lll■ － － ■  

・保護者が不在であることが認められ利用契約の締結が困難な場合  

・保護者が精神疾患等の理由により制限行為能力者又はこれに準ずる状態にある場合  

・保護者の虐待呈により、入所が必要であるにもかかわらず利用契約の締結が困難と認められる場合  
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